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研究成果の概要（和文）： 

 本研究の結果、(1)気候変動政策における望ましいポリシー・ミックスのあり方、とりわけ、
排出量取引制度を中心とする政策体系のあり方、(2)排出量取引制度の導入がもたらす経済影響、
(3)政策手段の導入が、技術革新(イノベーションに与える影響)、(4)地方環境税の政策効果と、
規制など他の政策手段とのポリシー・ミックスのあり方、(5)環境政策を推進する上での望まし
い費用負担のあり方の 5 点について、以下に詳細にまとめているような有用な知見が得られた。 

 

研究成果の概要（英文）： 
 As a result of this research we could draw useful knowledge and insights regarding the 
following five research fields: (1) economically optimal or second-best policy mixes of 
climate change policy instruments based on emissions trading system or environmental 
taxes, (2) economic impacts of emissions trading, (3) policy effects of environmental 
policy instruments on innovation, (4) policy effects of local environmental taxes and 
their policy mixes with other environmental policy instruments, (5) cost sharing 
principles for environmental protection, as summarized in the following section. 
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１．研究開始当初の背景 

 本研究を開始する背景として、国際的な気
候変動政策に対する関心の高まりがあった。
国内でも、環境税、排出量取引制度を中心と
して政策導入を求める声が高まっていた。し
かし、これらの政策手段をどのように組み合
わせるべきか、それらを導入したときの経済
的な影響やイノベーションへの影響はどの
ようなものなのか、といった点についての理
論的、実証的研究の積み重ねはまだ日本では
厚いといえなかった。 

 他方、本研究開始当初は、すでにかなりの
都道府県レベルで「地方環境税」が導入され
ており、環境政策の経済的手段を取り扱うに
あたって、何が日本的特徴かと問われれば、
地方環境税の先行的導入だ、という点に我々
は注目していた。したがって、これら既に導
入されつつあった地方環境税の事後的分析
を行なうことを通じて、日本の環境政策分析
の進展に資することを意図していた。 

 そして、この点の解明が、本研究班が所属
している本特定領域研究「持続可能な発展の
重層的ガバナンス」の全体テーマの解明にも
資することになる、と考えていた。 

 とりわけ、重点を置きたいと考えていたテ
ーマは、以下のようなものであった。 

 

(a)ポリシー・ミックスの理論 

➤単一政策手段よりも望ましい場合がある
が、複数目標間の矛盾解決と、優先順位を、
合意形成過程で決める必要 

(b)排出量取引制度の理論と実際 

➤複数のポリシー・ミックス案の相対的優位
性を、シミュレーション分析によって検証 

(c)技術革新とポリシー・ミックス 

➤政策手段をうまく組み合わせて技術革新
を促すことは可能 

(d)地方環境税を中心とするポリシー・ミック
ス  

➤地方環境税の意義を、規制と経済的手段の
ポリシー・ミックスの観点から検証。さら
に分配問題への影響をも分析。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、日本の気候変動政策論議
の更なる前進に寄与すべく、環境政策のポリ
シー・ミックス(複数政策手段の組み合わせ)

論の構築へ向けて、その基礎理論研究と実証
研究を推進することである。直接規制、環境
税、排出権取引制度、補助金、自主協定制度
等、個別の政策手段に関する研究を深化させ
ながら、最適なポリシー・ミックスのあり方
を探り、それを踏まえて、環境政策のポリシ
ー・ミックス分析に関する理論的枠組みの構
築を図る。それに加えて、ポリシー･ミック
スを有効に機能させるための「環境ガバナン
ス」のあり方を明らかにすることも、本研究

の重要な課題である。つまり、ポリシー･ミ
ックスの政策手段としての機能分析だけで
なく、それを支える制度的・情報的基盤の研
究をも射程に収めている。 

環境経済学では、これまで個別の環境政策
手段をそれ単独で分析するアプローチが主
流であった。しかし、現実の環境政策は複数
政策手段の組み合わせによって構成されて
おり、その含意を実証分析によって明らかに
することは、環境政策論の発展にとって極め
て重要である。本研究は「環境政策における
ポリシー・ミックス論」という新しい研究領
域を開拓しようとする点で、国内外でも極め
て先駆的な位置を占める。さらに、現実の政
策の実証研究を同時並行的に進め、理論研究
と実証研究の相互作用を促しながら、そこか
ら新たな知見を創出する。その上で研究成果
を日本の環境政策における制度設計に生か
し、政策設計に寄与することを目指す。 

これまで、研究代表者は環境税を中心とし
て、環境政策手段をポリシー･ミックスの観
点から分析する研究を積み重ねてきた。また、
本研究の研究分担者は、環境政策手段につい
て理論研究、政策評価、理論と実際の乖離要
因分析、研究成果に基づいた政策提言といっ
た領域で大きな成果を上げてきた専門家ば
かりである。これらの研究者が協力し合って
「ポリシー･ミックス分析」という新しい課
題に取り組み、実り豊かな成果を挙げうるこ
とを目的とする。 

 

３．研究の方法 

本研究は、6 年の研究期間を前期と後期に
分け、前期(平成 18～20 年度)は、ポリシー･
ミックスを念頭に置きながらも、環境政策に
おける個々の政策手段についての分析を深
めていくことに主眼を置いた。同時に、環境
政策におけるポリシー･ミックス分析のため
の理論枠組みや、ポリシー･ミックスの分析
視角に関して共通の理解を形成するために、
研究班参加者による研究会を定期的に開催
し、これらの点について相互に討論を行いな
がら認識を深めていった。平成 18 年度～19
年度前半は、研究班参加者のこれまでの研究
成果に関する報告を順次行い、参加者が共通
の問題意識と知的基盤を形成することに意
を注いだ。平成 19 年度後半～20 年度は、以
下に述べる役割分担にしたがって、政策手段
の実証分析あるいは海外現地調査を行うこ
とで、個々の政策手段についての分析を深め
るとともに、その成果を研究班にフィードバ
ックすることを行った。 
後半にあたる平成 21～23 年度には、上記

個別の政策手段分析の成果の上に立って、本
格的なポリシー･ミックス分析を行った。同
時に、実証研究の成果をポリシー･ミックス
分析の理論的枠組みの構築に生かしていく



 

 

ことを行なった。 
そのなかで、研究代表者の諸富が研究全体

の調整と総括を担うほか、各研究分担者はそ
れぞれの専門分野、得意分野を生かしながら、
海外現地調査も含めた実証研究を行い、研究
班にその研究成果を還元するという方法を
取った。また、研究班としては、その成果を
全体で共有し、最終的にはポリシー･ミック
ス分析の理論的枠組みの創出と、政策分析の
成果に基づいた環境政策への政策提言を行
うことによって本研究のまとめを執り行っ
た。 
 
４．研究成果 
平成 18 年度は、地方環境税の事後評価に

重点的に取り組んだ。方法としては、森林環
境税あるいは産業廃棄物税を導入した地方
政府のうち、特徴をもつケース(神奈川県、滋
賀県、岡山県、福岡県、北九州市、高知県)

を選び、事前調査の上、実際に各地方政府の
担当者を訪れてヒアリング調査と資料収集
を行った。これらは、いくつかの存在する地
方環境税類型のそれぞれを代表する典型事
例だと我々が判断したケースである。 

 その結果、明らかにできた内容は、次の通
りである。まず産業廃棄物税については、三
重県が既に導入 5年経過後の条例見直しを終
えており、第 1 期の産廃税条例を大きな変更
なく継続していること、そして、他の地方政
府も現行条例案をほぼ踏襲する形で継続す
るだろうことである。次に、それがもたらし
たインセンティブ効果については、きわめて
検証するのが難しく、事後的な検証作業を定
量的に行った三重県にしても、効果判定に困
難を感じている。その原因は、産廃量に関す
るデータはあるが、その増減が産業廃棄物税
導入の影響とは一概に断定はできないから
である。 

 また森林環境税について、高知県調査で明
らかになったのは、条例見直しに際して森林
環境税の目的とその根拠の大きな変更が行
われたということである。第 1 期森林環境税
の目的は水源涵養であり、流域における上下
流連携と応益原則の論理で森林環境税が根
拠づけられた。しかし、第 2 期森林環境税は
その目的を地球温暖化防止のための森林吸
収源拡大へと切り替えた。その結果、これま
での課税根拠では正当化できないという問
題が生じている。本研究班ではこの点につい
て議論を行い、暫定的にではあるが、国庫補
助と森林環境税の組み合わせという財源調
達方式を捉えて、森林吸収源拡大による便益
のスピルオーバーに対しては国庫補助を、高
知県民の応分の責任に相当する部分は森林
環境税収入を割り当てるという論理で説明
できると考えている。 

この地方環境税研究は、韓国との共同研究

に発展した点で、本研究班にとっても特筆す
べき重要性を持っている。日本の国立環境研
究所にあたる韓国の環境政策評価研究所か
ら 2名の研究者を招いて議論を行ったところ、
先方が日本の地方環境税の理論と実際に大
変興味を示され、共同研究を行うことで合意
した。その第 1 回目の打ち合わせ会合をソウ
ルで平成 19 年 3 月下旬に開催し、平成 20 年
度以降、毎年相互訪問を行いながら研究交流
を行うことを合意した。 

韓国では、日本よりも限定された地方自治
体の権限の中で韓国にとって何が可能かと
いう観点から、この分析をさらに深めるため
に日韓両国でワークショップを開催した。そ
の成果は論文集としてまとめられ、韓国では
書籍として出版された。また、平成 20 年 3

月には、政策評価研究院、韓国国会環境委員
会、韓国経団連の 3 ヵ所において我々の研究
成果の発表を行ない、先方と討論を行った。 

気候変動政策については、排出量取引制度
の研究において大きな成果を生み出すこと
ができた。国内でも関心の高まってきている
排出量取引制度に関して、研究班としても集
中的に研究と討議を行い、その制度設計のあ
り方に関して下流型のキャップ＆トレード
型排出量取引制度の提案を行った。これは、
世論と日本の政策形成過程に大きな影響を
与えることに成功した。それとの関連で、ポ
リシー・ミックスの理論的研究も深まった。
具体的には排出量取引制度を中心に、それと
他の政策手段、とりわけ税がどのような関係
にあるべきかという問題は本研究会メンバ
ーの間でも関心が高く、まだ全員が合意には
至っていないが、いくつかのポリシー・ミッ
クスのあり方を提示して議論を行い、それら
の組み合わせの経済影響についても、実証研
究を行った。 

 以上の成果をまとめる形で、本研究班全員
が執筆に参加し、平成 21 年 10 月にミネルヴ
ァ書房より『環境政策のポリシー・ミックス』
を公刊した。本書では、(a)ポリシー・ミック
スの理論、(b)排出量取引制度の理論と実際、
(c)技術革新とポリシー・ミックス、(d)地方環
境税を中心とするポリシー・ミックスを主と
して取り扱い、このうち(d)は地方環境税共同
調査の成果となっている。具体的には、環境
政策のポリシー・ミックスに関するこれまで
の理論研究を展望するとともに、 税、排出
量取引、補助金などの政策手段のポリシー・
ミックスについて定性的・定量的分析を行っ
た。さらに、排出量取引制度と電力市場の関
係についても詳細に分析を行った。 

 さて、どのような環境政策が技術革新を促
進させるのか、規制のタイプや補助金支出の
あり方を考察すると共に、再生可能エネルギ
ー市場についての実証研究も行った。最後に、
地方環境税については、産業廃棄物税と森林



 

 

環境税について、産廃税とその他の政策手段
のポリシー・ミックスのあり方、その費用負
担のあり方、税収の支出のあり方、そして税
がもたらす所得分配への影響について詳細
な分析を行った。 

 以上とは別に、本年度も韓国環境政策評価
研究院の研究者を招いて 7月に両国気候変動
政策比較研究に関するワークショップを開
催したほか、われわれも 2010 年 3 月にソウ
ルで気候変動政策の進展に関するワークシ
ョップを開催した。 

 本研究の後半では、環境政策におけるポリ
シー・ミックスが、どのように重層的ガバナ
ンスと関係しているのか、という点を解明す
ることに注力した。とくに、各国政府レベル
での政策が停滞する中、各国とも地方自治体
レベルでの環境税や排出量取引制度の役割
が大きくなっている。このようなボトム・ア
ップ型環境政策の意義と、それが国全体の環
境政策形成にどのような影響を与えるかを
検討した。また、どのような環境政策が排出
削減や省エネにかかわる技術革新を引き起
こすのか、イノベーション促進的なポリシ
ー・ミックスの研究についても検討を進めた。
最後に、地方環境税については、産業廃棄物
税と森林環境税について、産廃税とその他の
政策手段のポリシー・ミックスのあり方、そ
の費用負担のあり方、税収の支出のあり方、
そして税がもたらす所得分配への影響につ
いて詳細な分析を行った。 

 研究活動としては、再生可能エネルギー政
策に関する専門家を招いて、その普及促進政
策に関するワークショップを開催したほか、
韓国から排出量取引制度に関する専門家を 3

名招き、平成 23 年 1 月 20 日に京都で専門家
ワークショップ、翌 21 日には東京で一般聴
衆を招いての日韓排出量取引制度シンポジ
ウムを開催した。 

 結果として、これらそれぞれについて成果
を上げることができた。まず(1)については、
有村による企業の自主的な取組みに関する
研究成果を中心として、多くの成果が上がっ
た。自主的な取組みは、これまでデータに基
づく政策硬貨の研究が少なかったので、本研
究の意義は大きい。また、(4)については、伊
藤や諸富が、環境政策手段の組み合わせが、
技術革新やイノベーションに対してどのよ
うな効果を持つのかという点について、理論
的・実証的研究を行った。さらに、(5)では笹
尾が、産業廃棄物税が理論が想定する通りの
インセンティブ効果を発揮しえたのかを、実
証研究で検証した。産廃税の効果の実証分析
は、理論と現実の乖離を検証し、その原因を
探るためにも極めて重要である。 

 これらの研究活動を踏まえ、過去 6 年間の
研究成果を検証するワークショップを平成
24 年 3 月に開催した他、これらの成果を総合

し、国連大学出版会から出版予定の英文学術
書にとりまとめた。現在、刊行に向けた準備
作業中である。  
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